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「新・生存権裁判」における原告団・支援
団体の形成過程
—ソーシャルアクションとしての「裁判」
中　野　加奈子
はじめに
　本論では、「新・生存権裁判」を取り上げる。この裁判は、₂₀₁₃年から３年間
に段階的に生活保護基準が引き下げられたことを「憲法第₂₅条が保障する生存
権に反する」として国や自治体を相手取り、生活保護利用者が原告となってい
るものである。
　特に本論では、この裁判の原告団および支援団体の形成過程を整理し、「裁
判」を手段としたソーシャルアクションを「裁判アクション」と名付け、その
特徴を整理すること、および「裁判アクション」の意義について検討を行う。
　具体的には、Ａ自治体での「新・生存権裁判」を支援する団体の形成過程と
「いのちのとりで裁判全国アクション」の形成過程を整理し、「裁判」を手段と
したソーシャルアクションとしての発展過程を検討する。そして、「審査請求
や提訴、および原告を支援する団体の形成とその活動」を「裁判アクション」
と定義し、このアクションの特徴を整理する
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。
１．ソーシャルアクションと裁判アクションの概念整理
　「新・生存権裁判」について分析する前に、ソーシャルアクションと裁判ア
クションの概念について、大まかに整理を行いたい。
　ソーシャルアクションという言葉は、₁₉₅₀年にはすでに日本に紹介されてい
たとされる（高良 ₂₀₁₇：₃₆）。ソーシャルアクションは、社会活動法とも言われ、
「間接的援助技術」として位置付けられてきた（加山 ₂₀₀₃）（藤野 ₂₀₀₉）。
　加山はソーシャルアクションをコミュニティワークの実践技術として概念整
理を行い、ロスマンや定藤らの議論を引用しながら「ソーシャル・アクション
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は、社会福祉制度やサービスの新設・改善を求めて、当事者や一般の人々、福
祉職にある人々等が、議会や行政機関に集団的な圧力をかけることによって、
成果を勝ち取ろうとし、且つその取り組みを通して自らのエンパワメントを図
る活動であり、それを専門的な立場から援助する方法」と述べている（加
山 ₂₀₀₃：₂₀₄）。
　また、根津はソーシャルワークの定義を踏まえつつ「人権と社会正義をより
どころにし、社会的排除・抑圧の問題を解決するために、社会的弱者・地域住
民・個人・集団のニーズに応えて、当事者・家族・市民・コミュニティなどと
連帯し、一般市民の意識を喚起しながら、社会福祉関係者や多種多様な専門職
をも組織化し、国や地方自治体など行政や議会などに働きかけて、法律・制
度・サービスの改善や拡充や創設を求めたり、新たな取り組みを展開したりす
る、ソーシャルワークの価値と倫理を根本とした活動実践や運動あるいは援助
技術である」と定義した（根津 ₂₀₁₄：₂₁₂）。
　高良は「ソーシャルワークにおけるソーシャルアクションとは、生活問題や
ニーズの未充足の原因が社会福祉関連法制度等の社会構造の課題にあるとの認
識のもと、社会的に不利な立場に置かれている人々のニーズの充足と権利の実
現を目的に、それらを可能にする法制度の創設や改廃等の社会構造の変革を目
指し、国や地方自治体等の権限・権力保有者に直接働きかける一連の組織的か
つ計画的活動及びその方法、技術である。その主なモデルには、デモ、署名、
陳情、請願、訴訟等で世論を喚起しながら集団圧力によって立法的・行政的措
置を要求する闘争モデルと、多様な主体の協働による非営利部門サービス等の
開発とその制度化に向けた活動によって法制度の創造や関係等の構造の変革を
目指す協働モデルがある」と定義づけている（高良 ₂₀₁₇：₁₈₃）。
　これらの定義から、本稿ではソーシャルアクションを「「生活問題の当事者」
や「専門職」、市民が共に取り組む活動であり、具体的には国や地方自治体など
行政や議会などへ働きかけ法律・制度・サービスの改善や拡充、創設を求めた
り、これらの取り組みを通して自らのエンパワメントを図る活動」と位置付け
たい。
　裁判アクションは、ソーシャルアクションの一形態であり、問題解決のアプ
ローチに「裁判」という手法を用いるものである。裁判は、時に「裁判闘争」
とも言われるように、原告と被告に分かれて法的な判断を求めて争うものであ
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り、署名、陳情、請願などと比較すると、相手との衝突を恐れずに取り組むも
のと言える（加山 ₂₀₀₃：₂₀₆）。法的な判断を勝ち得た場合は、訴えている問題
に対する処分取り消しや法改正につながることになる。また、裁判は、マスコ
ミなどを通して問題の所在を訴えやすい、という特徴もある。こうした取り組
みを「裁判アクション」として、本論では位置付けていく。
２．₂₀₁₃年からの生活保護基準引き下げについて
　「新・生存権裁判」の具体的事例を考察する前に、₂₀₁₃年からの生活保護基
準引き下げについて整理する。
　生活保護基準の見直しについては、₂₀₁₁年４月に厚生労働省（以下、厚労省）
の社会保障審議会に生活保護基準部会（以下、基準部会）が設置され、生活保護
基準が一般低所得世帯の消費実態と均衡を図れているか専門チームを設置し検
討を始めた（厚労省 ₂₀₁₁）。この基準部会は、当初は生活保護基準の引き上げを
議論していた（厚労省 ₂₀₁₁）。
　一方、第二次安倍内閣成立の直前であった₂₀₁₂年には、当時野党だった自民
党が「生活保護給付水準の₁₀％カット」をマニュフェストとして掲げていた。
また同時期には芸能人の母親の生活保護利用をめぐる「不正受給」疑惑報道が
過熱し、生活保護へのバッシングの嵐が吹き荒れた（中野 ₂₀₁₈）。このバッシン
グは、当該芸能人の母親の生活保護利用は法に則った利用であったにも関わら
ず、あたかもその利用実態が「不正」であるかのような報道が続いた（山
田 ₂₀₁₈）。このような報道の過熱を受け、当時の厚生労働大臣が生活保護基準
の引き下げと扶養義務厳格化について検討することを示唆した
2
（衆議院 ₂₀₁₂）。
　こうした状況の中、第₁₂回目の基準部会（₂₀₁₃年１月₁₆日）に事務局作成の報
告書案が提出された。その２日後に第₁₃回基準部会が開催されたが、基準部会
の当初の議論とは異なり、生活保護基準を引き下げる方向で「報告書」がまと
められた。この「報告書」は、基準部会が₂₀₁₂年₁₁月から２ヶ月間に３回も会
議を開催し、短期間でまとめられたものとなっていた。この報告書の提案を受
けて厚労省は、₂₀₁₃年１月₂₃日に自民党厚生労働部会において生活扶助額を３
年間で最大₁₀％削減する方針を打ち出し、同月₂₇日には「生活保護制度の見直
しについて」を発表して生活保護基準の減額を提言した。同年５月₁₆日、厚生
労働大臣は生活扶助基準の引き下げを告示し、正式に「引き下げ」を決定した。
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３．Ａ自治体における生活保護利用者の動き—不服審査請求と提訴
　ここでは、上記のような生活保護基準引き下げの決定に対して、Ａ自治体の
生活保護利用者や支援者がどのような動きを取ったのか整理する。
　上述したような経過を経て生活保護基準の引き下げが決定した後、₂₀₁₃年２
月には、Ａ自治体で市民団体Ｂが知事と市長に対して保護基準引き下げ中止を
国に働きかけることを求める要望書をそれぞれに提出し、交渉を行った。₂₀₁₄
年₁₀月には市民団体Ｂは生活保護問題に詳しい弁護士や学識経験者と共に、生
活保護基準引き下げに対する不服審査請求についての学習会を開催した。この
学習会には、市民団体Ｂで日常的に活動している生活保護利用者や、学習会開
催を知り自主的に参加した生活保護利用者、支援者などが参加していた。この
学習会の参加者を中心とした生活保護利用者約₃₆₀人が集団で、知事に対して
不服審査請求を行なった。しかしこの集団不服審査請求は棄却された。そのた
め集団不福祉審査を行った生活保護利用者の内、₄₀人が「厚生労働大臣が行っ
た生活扶助基準の引き下げが違憲・違法である」として、「引下げ処分」の取り
消しと国に対して１人あたり１万円の損害賠償を求め、₂₀₁₄年₁₂月にＡ地方裁
判所へ提訴した
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。
　もともと生活保護法には不服申立の制度が存在している。まず、福祉事務所
の処分に不服がある場合は、都道府県知事などに対して不服申立ができる（生
活保護法₆₄条）。申立を受け都道府県知事が出した裁決に対してさらに不服があ
る場合は、厚生労働大臣に対し再審査請求をすることができる（生活保護法第₆₆
条）。また、生活保護の実施機関や支給機関の行った処分の取り消しを求める
裁判を起こす場合は、審査請求に対する裁決を経た場合でなければ提起できな
い、と定められている（生活保護法第₆₉条）。
　生活保護の基準が変更する場合などには、当該の福祉事務所から「保護決定
通知書」が届く。その「通知書」の裏面にはこうした審査請求の方法について
説明がなされているが、法の仕組み・手続き方法を学んでいなければ、この説
明だけを頼りに審査請求を行うことは難しい。
　しかし、市民団体Ｂは生活保護法の誤った運用があった場合や、法の内容が
実際の生活に合わない状況である場合などに、不服審査請求や裁判を活用して
生活保護法の目的・原理・原則に沿った運用を勝ち取ってきた実績を持つ。ま
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た、こうした不服審査請求や裁判を通して日常的に弁護士とも交流をしていた。
こうした日常的な活動が、生活保護基準引き下げに対する提訴を見通した集団
審査請求を可能としたと言えるだろう。
４．Ａ自治体における「裁判を支援する会」の存在
　ここでは、Ａ自治体における「裁判を支援する会」の活動を整理する。Ａ自
治体の生活保護の利用者たちの提訴に合わせて、₂₀₁₅年３月には市民団体Ｂを
中心に「新・生存権裁判を支援する会」（以下、「支援する会」）が結成された。
　裁判起こすということは、難解な法的手続きを行っていかねばならず、市民
にとって不安は大きい。まして、生活保護利用者は、先述したように生活保護
利用者に対する激しいバッシングを見聞きしている。「次は、自分がバッシン
グの対象になるのではないか」という恐れから、自分が制度利用している実態
を知られたくない、と考えている者は少なくない。
　また、裁判は長期化する。地裁での判決が原告・被告のどちらかに納得のい
かないものであった場合には、高等裁判所、さらには最高裁判所での裁判と移
行していく。その期間は年単位に及ぶ。それだけの長期間、原告だけで裁判に
立ち向かうことは、負担が大きい。
　加えて弁護団も弁護活動に集中するためには、身近なところで原告をサポー
トする存在や、金銭的な支援、裁判の意義を広める広報活動などの担い手を求
めている。
　こうした状況においては、原告団の組織化や裁判活動の具体的なサポートを
弁護団とともに担う「支援する会」の存在意義は大きい。この「支援する会」
の具体的な活動内容は、多岐にわたる。具体的には①原告に対する支援活動、
②原告団の組織化、③裁判過程に対する支援活動、④広報活動、に分けること
ができるだろう。
　まず１つ目の①原告に対する支援活動は、原告の生活面や裁判に対する不安
などの相談に応じるなどの個別な支援活動である。２つ目の原告団の組織化と
は、原告団の集会・学習会を企画し裁判に対する知識を増やしたり仲間意識を
醸成することや、他地域の原告団との交流を企画して都道府県の垣根を超えた
原告団としてのつながりづくりを行っている。３つ目の裁判過程に対する支援
は、傍聴者呼びかけや資料作成などである。最後の広報活動とは、ニュースや
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SNS を通じた情報発信、街頭宣伝などの活動である。
　このような支援活動を通して、原告が安心して裁判に臨める環境や、弁護団
が弁護活動に集中できる体制を整備する役割を担っている。
　このＡ自治体の「支援する会」には、Ｂ市民団体のメンバーだけでなく、原
告として立ち上がった障害者の当事者団体のメンバーも参加している。また、
労働組合や障害者団体、社会福祉職の職能団体、学識経験者や個人が参加して
いる。Ｂ市民団体だけでなく、多様な立場の市民が参加した活動となっている。
すなわち「支援する会」は地域の様々な団体、市民が集う地域活動の一形態と
も言えるだろう。
５． 全国での生活保護裁判の支援団体と「いのちのとりで裁判アク
ション」の結成
　現在では生活保護基準引き下げに反対した生活保護利用者たちは、Ａ自治体
を含めて全国₂₉地裁で訴えを起こしており、原告は総勢約₁︐₀₀₀人という大規
模なものとなっている。訴えを起こしている各自治体では、Ａ自治体と同様に、
原告・弁護士・支援者をつなぐ「支援する会」が結成されている。また「生存
権アクションぎふ」のように原告がいない自治体においても、各地で展開され
ている裁判を応援する活動を展開している（生存権アクションぎふ ₂₀₁₅）。
　近畿圏内では、大阪、兵庫、京都、滋賀、和歌山など近隣の「支援する会」
が合同して「引き下げアカン！　関西交流集会」として₂₀₁₆年より年に一度、
交流・学習会を開催し、各地の裁判の進捗状況や「支援する会」の活動内容を
共有している。特に「引き下げアカン！　関西交流集会」では、日頃顔を合わ
す機会の少ない各地の原告が自由に語り合う場が設けられるなど、原告・支援
者双方の交流の場となっている。
　こうした各地の取り組みと歩みを合わせて、₂₀₁₅年₁₀月には「人間らしく生
きたい、守ろう憲法第₂₅条　₁₀．₂₇生活保護アクション in 日比谷」が開催され、
原告・支援者合わせて約₄₀₀₀人が集まった。これは生活保護に関連して当事者
らが集う集会としては極めて大規模なものであった。
　さらに、₂₀₁₆年₁₁月には全国各地の裁判を支援する組織として「いのちのと
りで裁判全国アクション」が立ち上げられ、₂₀₁₈年６月には「いのちのとりで
裁判全国アクション原告交流合宿」が開催されるに至った。「いのちのとりで
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裁判全国アクション」は全国に広がる支援する会の情報を集約し、各地の交流
を図ること、裁判の状況を世論に訴える取り組みを展開している。その成果の
１つとして、例えば、名古屋地裁での証人尋問の状況が全国紙で取り上げられ、
生活保護基準引き下げの問題性が指摘されている。このような活動の全国展開
により、生活保護基準引き下げの問題性を社会問題化する契機が生まれている
と言えるだろう。
６．裁判アクションの意義—当事者が語ることとエンパワーメント
　生活保護基準引き下げの違憲性は現在裁判で問われているが、本論では基準
引き下げの違憲性について問うのではなく、こうした生活保護の利用者が国を
相手取った裁判と「支援する会」の活動への参加を「裁判アクション」として
位置付け、その意義について検討したい。
　原告は、裁判に取り組む意義を自覚しながらも、人前に出ることには躊躇す
る人も少なくない。なぜなら、先述したように彼らは生活保護に対するバッシ
ングなどの影響を受けていたり、これまでの生活史で自分の意思を表明する機
会が少なかった人も含まれているからだ。
　そうした生活保護利用者たちは、審査請求を通して、自分が置かれている状
況や、願いを言語化し始めている。例えば、大阪で行われた審査請求口頭意見
陳述では、「夫は建設関係の仕事。保護費で足りない分は、内職をしている。夏
冬も仕事をしている。人として生きる喜びを味わいたい。生きるために生活保
護を利用している」という訴えが記録されている（黒田 ₂₀₁₄：₅₁）。また、原告
となった生活保護利用者である臼井は、自自身が原告となった理由について
「当初、私は、自分が原告にならなくても応援していればいいと思っていまし
たが、自立するというより、みんなが協力して一緒に生きていくこと、これが
人間本来の姿だということを思いまして、人に任せるのではなく、自分から原
告になろうという気持ちになりました」「原告を引き受けてから初めて裁判を
支援する会に参加しました。そこで訴えをしたところ、不服審査請求を行なっ
た体が不自由な高齢の女性の方から、「自分は体が不自由だから原告になれな
いが、原告になった人の応援をしたいので頑張って欲しい」と言われました。
裁判、集団訴訟に関わるようになってから仲間から教育されていると実感する
ようになってきています」と語っている（臼井 ₂₀₁₆：₅₈‒₆₂）。さらに、同じく原
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告である橋本は「一本の電話から、自分以外の生活保護受給者や貧困問題に取
り組む人びと、研究者など、本当に様々な人と出会った。そして多くのことを
学んだ」「訴訟の原告になってから知った事実がある。制度策定などの際も当
事者である生活保護受給者の意見が聞かれることはない。障害者分野では審議
会に当事者がいるが、生活保護受給者はヒアリングにも呼ばれない。生活保護
制度の理念がどれだけ素晴らしいものでも、当事者の声が反映されない制度は
「施し」の域を出ることはないと私は思う」と語っている（橋本 ₂₀₁₉：₁₁₉‒₁₂₀）。
　この橋本の指摘の通り、政策決定過程では生活保護利用者が意見を発信する
機会はほとんどなかった。実際に、₂₀₁₃年からの生活保護基準の引き下げを決
定する過程では、当事者の声はヒアリングされていない。また、同じような立
場の生活保護利用者と語り合う場もほとんどなかった。生活保護法にはそうし
た場の設定は定められていなかった。
　しかし、審査請求や裁判では、自らの言葉で語る機会、自分以外の生活保護
利用者や、思いを同じくする市民と出会うことになった。それは、自分が直面
している困難が一人だけのものではないこと、自分だけの裁判ではなく、原告
にならなかった同じ状況の人々ともつながっていることを実感する機会にもな
っただろう。このように、「裁判アクション」は当事者自身が声をあげる機会を
保障するものである、と言える。これは、原告だけでなく、原告の周辺にいる
生活保護利用者のエンパワーメントにつながっている。
７．「新・生存権裁判を支援する会」における市民団体Ｂの存在
　次に、「支援する会」そのものと、それの結成に大きな役割を果たした市民団
体Ｂについて取り上げたい。「支援する会」は生活保護基準の引き下げを契機
に突然生み出されたものではない。もともと個別事例における審査請求活動に
取り組んでいる市民団体Ｂがあった。市民団体Ｂが関与した裁判は、「求職者
の稼働能力活用」について争われた「岸和田訴訟」「新宿七夕訴訟」、障害者の
自動車保有の可否について争われた「枚方身体障害者自動車保有事件」などが
挙げられる。また市民団体Ｂは「朝日訴訟」においても重要な役割を果たして
きた。市民団体Ｂの各地での地道な活動が基盤になければ、全国に「支援する
会」が組織されることはなかっただろう。
　市民団体Ｂは日頃の活動を通して生活保護利用者と交流しているため、利用
85真宗総合研究所研究紀要　第₃₇号
者の制度利用上の困りごとをいち早く把握している。そして、個別事例で審査
請求を行い、制度の適切な運用を求める活動をしている。こうした市民団体Ｂ
には、医療機関のソーシャルワーカーから直接相談が入るなど、ソーシャルワ
ーク専門職とも連携がある。市民団体Ｂの強みは、さらに全国各地に同様の団
体があること、各地の団体をつなぐ全国組織を持っていることなどである。例
えば、Ｚ自治体の裁決で「可能」と判断された場合、Ｙ自治体ではそのＺ自治
体の裁決を手に交渉する、といったように成果を共有し活用している。また、
数多くの裁判を経験し、「支援する会」の機能を熟知している。
　今回の生活保護基準の引き下げは₂₀₀万人を超える生活保護利用者全体に関
わる問題であることから、多くの原告を擁することになった。原告が₅₀人以上
となるような地域では、原告が裁判の進捗状況から置き去りにならないように、
連絡を取合い交流し、団結することが必要であった。そうした必要性に対して、
日常的に生活保護利用者の生活相談に応じ、全国的な組織を有する支援団体Ｂ
が果す役割は大きい。
　次に原告が期日に裁判所に集まったり、「支援する会」の活動に参加したり、
「いのちのとりで裁判全国アクション原告交流合宿」に参加することにはどの
ような意義があるのか、検討したい。それは、１つは、自分が利用している制
度の詳細や課題を学び、なぜ自分のおかれている状況が困難なものなのか社会
構造の観点から理解すること、そして２つめは、原告同士の交流により当事者
間の繫がりを意識できることであろう。実際、ドキュメンタリー番組に実名で
出演した原告も登場しているし、「いのちのとりで裁判全国アクション原告交
流合宿」では「自分が原告になったのは自分だけのためでない。社会の中で同
じように困難な人たちのためでもある」と語る人も登場している。
　人は、聞いてくれる人、受け止めてくれる人がいるという確信の中で、自分
を語ることができる。「支援する会」は、原告が安心して自分を語る場であり、
他者の語りに耳を傾ける場であり、そうした場で人がつながりあっていくと言
える。こうした場を創設し、問題に直面する当事者や市民を巻き込みながら、
問題状況を世に知らせ、社会的な問題解決を図ろうとする「支援する会」の形
成は、裁判アクションにおける重要なプロセスと位置づけることができる。そ
して、こうした「支援する会」の形成に関わり地道な活動を継続してきた市民
団体Ｂから学ぶことは、裁判アクションに取り組むには、日常的な支援活動や
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弁護士など専門家と連携して署名、陳情、請願などの直接的行動に取り組み、
具体的手続を習得している必要がある、ということだろう。
８．裁判アクションとソーシャルワーカーの関係
　ここまで「新・生存権裁判」を裁判アクションとして位置付け、原告や支援
者の組織化などを通して原告のエンパワーメントにつながってきた、と述べて
きた。ここで検討したい課題とは、こうした裁判アクションをはじめとするソ
ーシャルアクションに社会福祉士をはじめとするソーシャルワーク専門職がど
のように関与していくのか、という点である。
　先述したとおり、裁判アクションはいきなり取り組めるものではなく、日常
的に支援活動や直接的行動に取り組むことの延長線上で実現していくもの、と
も言える。
　Ａ自治体の「支援する会」には社会福祉専門職の職能団体や、ソーシャルワ
ーカー個人が参加している。しかし、他地域の「支援する会」に職能団体が加
入していることは少ない。Ａ自治体の「支援する会」でもソーシャルワーカー
が「支援する会」の中心的な担い手にはなっていない。実際、裁判傍聴が平日
の日中にあることから、日常業務に追われているソーシャルワーカーが傍聴に
参加することは難しい状況である。
　また、近年発行される多数のソーシャルアクションの著作は、ソーシャルワ
ーカーがソーシャルアクションに取り組めていない現実からスタートしている。
それらの多くが指摘するように、社会福祉士養成課程において具体的なソーシ
ャルアクションの技法（審査請求、陳情、署名など）はほとんど解説されていない。
社会福祉士の援助技術現場実習においても、具体的なソーシャルアクションを
学ぶ機会はほとんどない。
　こうした実態からは、「支援する会」の活動に職能団体やソーシャルワーカ
ーの参加が少ないのは、裁判アクションに関与するための時間的な制限がある
ことや、そもそも署名、陳情などの直接的行動方法を知らず、また日常的にも
取り組んでいない、ということとつながっている。
　しかし、ブトゥリムは「ソーシャルワーカーは、その専門的知識と経験に基
づいて、その社会的機能に対する適切な権威を付与された弁護（アドボカシー）
のためのソーシャル・アクションと、社会的に自覚をもった市民であれば誰で
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も促進する義務があると感じるようなソーシャル・アクションとを区別するこ
とがたいせつである」と述べている（ブトゥリム＝₁₉₈₆：₁₆₇‒₁₆₈）。実際、裁判ア
クションについては、裁判は原告や弁護団が主役となる。こうした当事者や他
領域の専門職が関与する活動でソーシャルワーカーがどのような役割を担うの
かは十分に整理されているとは言えない。こうした状況については、このブト
ゥリムの指摘のように、ソーシャルワーカーが関わるべき問題領域や手法とい
うものを具体化させる必要があるだろう。
　また、高良は社会福祉士が関与したソーシャルアクションを「闘争モデル」
と「協働モデル」に分類して整理し、闘争モデルのソーシャルアクションにつ
いては「社会福祉関連法に規定される組織に属するソーシャルワーカーが被雇
用者として実践することは現実的ではない」と指摘した。そしてこれらの状況
を改善するためには「職能団体によるソーシャルアクションの機能を強化する
こと」「所属組織における業務請負以外でソーシャルアクションを実践する組
織をつくること」などの検討もあり得る、としている（高良 ₂₀₁₇：₁₈₉）。
　こうした指摘から考えると、社会福祉士会や社会福祉学会などの職能団体・
研究者団体が、社会問題化した生活問題の把握と、生活問題解決に向けたソー
シャルアクションに取り組む当事者、市民にどう向き合うのかが問われている
のではないだろうか。
９．残された課題
　本研究では、以下のような課題が残されている。１つは、社会運動、社会福
祉運動、ソーシャルアクションの定義についてである。
　例えば、真田は「社会福祉運動として扱うのには、社会問題としての生活問
題対策の原動力の機能を発揮することに加えて、社会福祉の対象となる生活問
題対策の改革・改善を目指していたり、その生活問題からの脱出をめざす運動
としたほうが良さそうである」と指摘し、独占資本主義社会下での生活問題の
出現の構造を視野に入れた運動として社会福祉運動を特徴付けようとした（真
田 ₂₀₀₃：₅₀）。このような真田の主張と、先述したソーシャルアクションの定
義との共通点・差異点については、本論では充分に検討できなかった。
　また、社会運動や社会福祉運動、ソーシャルアクションについてはすでに多
数の先行研究があるものの、ソーシャルワーク研究においてはこれらの定義は
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多様で、重なり合い、定まっていない。日本での実践から生み出された言葉と、
世界で用いられる概念を重ね合わせ、ソーシャルワークの手法の一つとしての
ソーシャルアクションや、社会福祉運動について概念整理を行う必要がある。
その上で、それぞれの実践の確立、実践の教育方法の構築が求められている。
　２点目は、朝日訴訟から連なる生活保護裁判での「支援する会」の形成過程
や当時の「支援する会」の機能と、今日の「支援する会」との共通点・差異点
についての歴史的考察についても、本論では取り組めなかった。過去の実践と
現在の実践をつなぐ視点は、ソーシャルワークの発展においては不可欠だと考
える。この点については、今後も引き続き研究を深めたい。
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